




別表 

実 施 基 準 等 一 覧 

 

１．港則法第３９条第４項に基づく勧告の基準等 

勧告は、危険の防止の円滑な実施のために必要な措置として自主的な安全措置を促す場合に行う行為である。 

なお、事態の推移によって二段階(警戒勧告(第一体制)、避難勧告(第二体制))で勧告する場合がある。 

(1)異常な気象又は海象 

①津波 

区   分 条     件 勧 告 時 期 内   容 

警戒勧告（第一体制） ・山形県に『津波注意報』が発表された場合 ・条件となる注意報・警報の発表時 『様式１』のとおり 

避難勧告（第二体制） ・山形県に『大津波警報又は津波警報』が発表された場合 『様式２』のとおり 

勧告解除 ・勧告の条件となる注意報・警報が解除され、港内の安全が確認された時 『様式６』のとおり 

※ 震災により情報伝達が行えない場合もあることから、当該警報等の発表をもって自動発令とする。 

②台風 

区   分 条     件 勧 告 時 期 内   容 

警戒勧告(第一体制) ・気象庁が発表する台風情報において、山形県沿岸が「２４時間以内」

に、『強風域(平均風速１５ｍ／ｓ以上)』に入ると予想された場合 

・条件となる台風情報の発表時 『様式３』のとおり 

避難勧告(第二体制) ・気象庁が発表する台風情報において、山形県沿岸が「１２時間以内」

に、『暴風警戒域(平均風速２５ｍ／ｓ以上)』に入ると予想された場

合 

『様式４』のとおり 

勧告解除 ・台風が通過し、又は勧告の条件となる暴風警戒域に入る可能性が無くなり、港内の安全が確認されたとき 『様式６』のとおり 

※1 『台風』に関する山形県気象情報を参考とする。 

※2 事態の推移によって、直接『避難勧告(第二体制)』を勧告する場合がある。 

③発達した低気圧等 

区   分 条     件 勧 告 時 期 内   容 

警戒勧告(第一体制) ・山形地方気象台から庄内に『暴風(又は暴風雪)警報』の発表が見込

まれる場合 ※１ 

・条件となる気象情報等の発表時 『様式３』のとおり 

避難勧告(第二体制) ・山形地方気象台から『暴風(又は暴風雪)』に関する山形県気象情報

が発表され、庄内に「概ね２４時間以内」に警報発表が見込まれる場

合 ※２ 

『様式４』のとおり 

勧告解除 ・勧告の条件となる注意報・警報が解除(又は変更)され、港内の安全が確認されたとき 『様式６』のとおり 

※1 山形地方気象台防災気象情報の早期注意情報等を参考とする。但し、冬季の季節風(「冬型の気圧配置」によるもの。)に伴う場合は個別判断する場合がある。 

※2 気象状況の推移によって、直接『避難勧告(第二体制)』を勧告する場合がある。 

 



(2)海難の発生その他の事情 

区   分 条     件 勧 告 時 期 内   容 

勧告 ・港内において海難(乗揚、火災・爆発等)が発生し、海上交通の危険

が生ずるおそれがあると予想される場合 

・港湾施設が被災(防波堤倒壊等)し、又は港湾施設・背景地等で事故

(石油基地火災・爆発等)が発生し、海上交通の危険が生ずるおそれが

あると予想される場合 

・必要と判断された場合、速やかに 『様式５』のとおり 

勧告解除 ・勧告の条件となった事象が沈静化され、港内の安全が確認された時 『様式６』のとおり 

 

 

２．港則法第３９条第３項に基づく退去命令の基準等 

 

区   分 基     準     等 内   容 

退去命令 ・酒田港長（又は酒田海上保安部長）が港内における船舶交通の安全及び港内の整とんを図るために必要と判断した

場合、当該船舶の船長又はその運航について責任のある者に対して命令する。 

『様式７』のとおり 

命令解除通知 ・酒田港長（又は酒田海上保安部長）が当該船舶による港内の危険が回避されて港内が安全であると判断した場合、

当該船舶の船長又はその運航について責任のある者に対して命令解除を通知する。 

『様式８』のとおり 

 

 

３．その他 

 

【参考】 

『山形県船舶安全対策協議会』組織構成 

 

□ 防災行政機関 

□ 小型船舶安全協会 

□ 漁業協同組合 

□ 港湾工事関係団体 

□ 曳船 

□ 旅客船 

□ 港湾等管理者 

□ マリーナ 

□ 船舶代理店 

 


